
平成 23 年度 

 情報化施工推進検討ＷＧ（第 2 回） 
 

日 時 ： 平成24 年3 月2 日（金） 14：00～16：３0 

場 所 ： ＪＣＭＡ北海道支部 さつけんビル６Ｆ会議室 

 

【 議 事 次 第 】 

 

 

1. 開  会 

座長あいさつ 

 〔道路工業（株） 専務執行役員  田中 勝 氏〕 

2. 議  事 

2-1. 平成 23 年度 情報化施工推進検討ＷＧ活動報告 ・・・・・・・   【資料－１】 

2-2. 平成 24 年度 情報化施工推進検討ＷＧ活動方針 （案） ・・・  【資料－２】 

2-3. 北海道開発局の取り組み ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   【資料－３】 

2-4. 平成 24 年度 情報化施工実施方針 ・・・・・・・・・・・・・・・・・   【資料－4】 

2-5. 情報化施工における最新動向（情報提供） ・・・・・・・・・・・・・・  【資料－５】 

2-6. 平成 2４年度 事務局体制について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  【資料－6】 

3. 閉  会 

副座長あいさつ 

 〔北海道開発局 事業振興部 機械課 機械施工管理官  堺 実 氏〕 

 

 

≪参考資料≫ 

参考資料－１ 情報化施工データベース 

参考資料－２ 地方セミナーの開催 

参考資料－３ 情報化施工フォーラムの開催 



 

 

 

 

平成 2３年度 
 

 情 報 化 施 工 推 進 検 討 Ｗ Ｇ 

 

〔 活動報告 〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年 ３月 ２日 

資料-1 

情報化施工推進検討ＷＧ 

（第２回） 
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平成 23 年度の活動概要 

1.各種会議の開催と議事内容 

1-1  事務局会議 

第１回 平成 23 年 4 月 22 日 開催 

 平成 23 年度（第 1 回）情報化施工推進検討ＷＧの開催概要 

 事務局の体制について 

 

第２回 平成 24 年 2 月１３日 開催 

 平成 23 年度（第 2 回）情報化施工推進検討ＷＧの開催概要 

 その他 

 

1-2 平成 23 年度（第 1 回）情報化施工推進検討ＷＧ 

平成 23 年 6 月 24 日 開催 

 情報化施工普及・促進のＷＧ活動総括 

 情報化施工の最近の動向「平成 22 年度 建設事業専門研修会」 

 建設業協会向けアンケート調査結果及び、建設業協会加盟の本ＷＧ会員の 

アンケート調査結果報告 

 平成 23 年度以降 情報化施工推進検討ＷＧ活動方針（案） 

 ＷＧ活動方針（案）等における意見交換 

 推進体制について（座長交代、作業部会の設置） 

 

     

情報化施工推進検討ＷＧ開催状況      情報化施工推進検討ＷＧ開催状況 

 

2.活動内容 

 平成 23 年度（第 1 回）情報化施工推進検討ＷＧ〔6 月 24 日開催〕で承認された活動方針

に基づき、北海道における情報化施工の普及促進に向けた取り組みを行った。 

2-1 情報化施工データベースの作成 

北海道における情報化施工の普及・促進を図るべく、情報化施工データベースの

作成に向け、2 つの作業部会を設置し、4 つのデータベースを作成した。 
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2-1-1 建設部会 

◆ 工事概要データベース 

ＷＧ会員企業が受注した情報化施工工事の工事概要について、情報提供

を行った。 

◆ 情報化施工トラブル対応事例 

ＷＧ会員企業における情報化施工に関するトラブル等の対応事例につい

て、情報提供を行った。 

 

2-1-2 建機・測量部会 

◆ 機械・機器保有及び使用状況データベース 

ＷＧ会員企業が保有している情報化施工機械、機器について、機種規格別

の在場情報、リース状況の情報提供を行った。 

◆ 最新技術情報 

建機・測量機器メーカーの最新技術動向等の情報提供を行った。 

 

2-２ 情報化施工データベースの構築 

各部会で作成した「情報化施工データベース」を外部に向け、情報発信するため、

日本建設機械化協会北海道支部ホームページへ掲載し、データベースの構築を行

った。 

2-1-1 データベースの構築、更新 

◆ 平成 23 年 9 月 1 日 

情報化施工データベース構築、ＪＣＭＡ北海道支部ホームページ公開 

◆ 平成 23 年 10 月 7 日 

情報化施工データ更新（第 1 回） 

◆ 平成 23 年 12 月 23 日 

情報化施工データ更新（第 2 回） 

 

  ※参照 ： 参考資料―1 

 



 

 

 

 

平成 24 年度 
 

 情 報 化 施 工 推 進 検 討 Ｗ Ｇ 

 

〔 活動方針（案） 〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年 ３月 ２日 

資料-2 

情報化施工推進検討ＷＧ 

（第２回） 
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平成 24 年度 活動方針（案） 

1.各種会議の開催 

1-1  事務局会議 （2 回開催） 

第１回 平成 24 年 5～6 月 開催 

 平成 24 年度（第 1 回）情報化施工推進検討ＷＧの開催概要 

 事務局の体制について 

 

第２回 平成 25 年１～2 月 開催 

 平成 24 年度（第 2 回）情報化施工推進検討ＷＧの活動総括 

 その他 

 

1-2 情報化施工推進検討ＷＧ （2 回開催） 

第 1 回 平成 24 年 5～6 月 開催 

 平成 24 年度 情報化施工推進検討ＷＧの活動計画 

（情報化施工ＤＢ、フォーラム、地方セミナーの開催） 

 その他 

 

第 2 回 平成 25 年 2～3 月 開催 

 情報化施工推進検討ＷＧの活動総括 

 今後に向けた情報化施工推進の取り組み 

 その他 

 

2.活動計画（案） 

2-1 情報化施工データベースの作成【継続】 

平成 23年度に引き続き、情報化施工データベースの作成を行い、北海道における

情報化施工の普及推進に寄与する取り組みを行う。 

なお、4つの項目について、データベースの作成を行うが、作業にあたっては各作

業部会で分担し作成にあたる。 

 

2-1-1 建設部会 

◆ 工事概要データベース 

◆ 情報化施工トラブル対応事例 

 

2-1-2 建機・測量部会 

◆ 機械・機器保有及び使用状況データベース 

◆ 最新技術情報 

2-２ 情報化施工データベースの更新 

最新情報を提供するため、日本建設機械化協会北海道支部ホームページの更新

作業を下記の予定で実施する。 
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2-2-1 データベースの構築、更新 

   データ更新は、2 ヶ月に 1 回とし、計 5 回の更新を予定している。 

 

◆ 平成 24 年  4 月 1 日現在  

◆ 平成 24 年  6 月 1 日現在 

◆ 平成 24 年  8 月 1 日現在 

◆ 平成 24 年 10 月 1 日現在 

◆ 平成 24 年 12 月 1 日現在 

 

2-３ 地方セミナーの開催 

    道内の各地域における情報化施工の普及・促進を目的として、地方セミナーの開

催を行う予定である。 

2-3-1 セミナー概要 

           情報化施工技術について、ＷＧ参加企業の協力により、セミナーの実施を行う

予定である。 

◇ 情報化施工技術（マシンコントロール、マシンガイダンス）について 

◇ 3 次元設計データの作成について 

◇ ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた測量技術について 

◇ 情報化施工における出来形、品質管理（施工事例紹介） 

 

2-3-2 開催場所 

           平成 24 年度については、4～5 会場で実施する予定である。 

◇ 札幌、室蘭、旭川、帯広、網走 

 

2-3-3 開催時期 

◇ 平成 24 年 ●●月（未定） 

 

2-3-4 受講対象者 

           各地域における受・発注者を対象として開催を行う。 

◇ 建設業 

◇ コンサルタント 

◇ 自治体（監督職員等） 

◇ 開発局職員（監督職員、検査担当職員） 

 

2-3-5 その他 

           ＣＰＤＳを取得予定である。（土木施工管理技士会 継続学習制度） 

※参照 ： 参考資料-２ 

2-4 情報化施工フォーラムの開催 

※参照 ： 参考資料-３ 

 



資料－3,4
情報化施工推進検討ＷＧ情報化施工推進検討ＷＧ

（第2回）

北海道開発局における北海道開発局における
情報化施工の取り組み情報化施工の取り組み

平成24年３月２日

北海道開発局北海道開発局

事業振興部事業振興部 機械課機械課

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

北海道開発局北海道開発局

Hokkaido Regional Development Bureau



北海道開発局北海道開発局情報化施工の取り組み

平成23年度 情報化施工の取り組み方針

◆ 北海道開発局は、北海道における情報化施工技術の普及・促進を図るため、以下の方針により、平成23年度の取り組み

を進めている。

平成23年度 情報化施工の取り組み方針

■ 『発注者指定型』発注による情報化施工の活用

■ 地方自治体への情報化施工技術の支援

■ 北海道の地域特性における情報化施工の課題抽出（平成２５年度一般化に向け）

発注における施工規模の設定

■ 北海道の地域特性における情報化施工の課題抽出（平成２５年度 般化に向け）

１． 施工の対象とする工事範囲 ※ 発注者指定として情報化施工を行う対象工事

５

【河川部門】
① 平成22年度翌債、零国工事から適用
② 対象工事：河川工事における盛土工事（堤防盛土、防災ステーション等の盛土工事）
③ 対象範囲：盛土量が30,000m3以上、かつ、盛土延長が1,000m以上の工事

【道路部門】
① 平成22年度翌債、零国工事から適用
② 対象工事：舗装工事（下層路盤、凍上抑制層、路床盛土も含む）土工工事（盛土工事）
③ 対象範囲：直轄高速・高規格道路・地域高規格道路・バイパス工事の舗装工事、盛土工事

◆ 舗装延長1 000 以上 路盤面積5 000 2以上の工事◆ 舗装延長1,000m以上、路盤面積5,000m2以上の工事
◆ 盛土工事10,000m3以上の工事

２． トータルステーション（ＴＳ）出来形管理技術については、十分な機器保有が確認されているため、河川土工、道路土工
の一定規模以上の工事において、原則、標準化とする。

Hokkaido Regional Development Bureau

３． 発注者指定工事における河川・道路の一部対象工事については、３次元設計データの作成を発注者が行い、工事発注時
に貸与するものとする。
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北海道開発局北海道開発局情報化施工の取り組み

平成23年度 情報化施工実施件数（平成24年1月31日現在）

8490

情報化施工件数の推移情報化施工件数の推移
事業名事業名 工事件数工事件数

発注者発注者
指定型指定型

施工者施工者
希望型希望型

計計
（発注形式）（発注形式）

平成23年度 情報化施工実施件数（平成24年1月31日現在）

27
41

30
40
50
60
70
80

河 川 21 件 14 件 ８ 件 22 件

道 路 ６2 件 ３9 件 25 件 64 件

3

27

0
10
20
30

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

道 路 ６2 件 ３9 件 25 件 64 件

農 業 1 件 0 件 １ 件 1 件

合 計 ８4 件 ５3 件 34 件 8７件

平成平成2323年度年度 事業別事業別

合 計 件 件 件 ７件

平成平成2323年度年度 発注形態別発注形態別 情報化施工導入技術情報化施工導入技術

2121

11

39％
1

32

1

④ 技術（ ）

⑤ＭＧ技術（２D）

⑥TS・GNSS締固め

⑦TS出来形（舗装）

６６22
６１％

11

61

12

9

①ＭＣ技術（グレ ダ）

②TS出来形（土工）

③ＭＣ技術（グレーダ以…

④ＭＧ技術（３D）

Hokkaido Regional Development Bureau

河川 道路 港湾・空港 農業 発注者指定発注者指定 施工者希望施工者希望

3

11

0 20 40 60 80

①ＭＣ技術（グレーダ）



北海道開発局北海道開発局情報化施工の取り組み

平成23年度 情報化施工見学会等の取り組み

月日
開発

建設部
講習等 見学技術 開発局

地方
自治体

民間 計

平成23年度 情報化施工見学会等の取り組み

7/21 稚内
TS出来形管理
体験講習会

TS出来形
（土工）

１８名 ー １ 19名

7/28 留萌
深川留萌自動車道 留萌市
御料改良工事

MG
バックホウ

４１名 18名 28名 87名

8/4 釧路
一般国道38号 釧路市
昭和改良工事

MC
ブルドーザ

１０名 6名 48名 64名

8/31 本局 3次元データ作成講習会 その他 18名 ー ー 18名

10/6 札幌
一般国道12号 美唄市
美唄改良工事

MG
バックホウ

28名 ー ー 28名

10/26 室蘭
日高自動車道 日高町
賀張改良外一連工事

MC
ブルドーザ

１０名 7名 ー 17名

11/22 帯広
十勝川改修工事の内
川西築堤工事

MG
バックホウ

16名 8名 67名 91名

12/19 本局 情報化施工講習会 その他 ３４名 6名 2３２名 ２７２名

計 1７５名 ４５名 3７６名 5９６名

道庁道庁11８名８名 留萌市留萌市66名、小平町名、小平町22名、釧路町名、釧路町22名、厚岸町名、厚岸町22名、鶴居村名、鶴居村22名、名、
苫小牧市苫小牧市22名、厚真町１名、日高町名、厚真町１名、日高町44名、幕別町名、幕別町22名、芽室町名、芽室町44名名

Hokkaido Regional Development Bureau 4

苫小牧市苫小牧市22名、厚真町１名、日高町名、厚真町１名、日高町44名、幕別町名、幕別町22名、芽室町名、芽室町44名名



北海道開発局北海道開発局情報化施工の取り組み

平成23年度 建設事業専門研修会 〔講師派遣〕平成23年度 建設事業専門研修会 〔講師派遣〕

◆（財）北海道開発協会と地方建設業協会との共催、道内11地区で開催 (北海道開発局で講師派遣)

◆カリキュラム ： 施工現場における生産性向上にむけて ー 情報化施工の取り組み ー

地区 実施月日 参加人数 講 師

札幌地区 平成24年1月25日（水） 104名 札幌開発建設部 施設整備課 機械施工専門官

◆カリキュラム ： 施工現場における生産性向上にむけて 情報化施工の取り組み

札幌地区 平成24年1月25日（水） 104名 札幌開発建設部 施設整備課 機械施工専門官

空知地区 平成24年1月26日（木） 66名 札幌開発建設部 施設整備課 機械施工専門官

函館地区 平成24年2月20日（月） 38名 函館開発建設部 施設整備課 機械施工専門官

小樽地区 平成24年2月24日（金） 84名 小樽開発建設部 施設整備課 課長

旭川地区 平成24年2月16日（木） 141名 旭川開発建設部 施設整備課 課長

室蘭地区 平成24年2月23日（木） 91名 室蘭開発建設部 施設整備課 課長補佐室蘭地区 平成24年2月23日（木） 91名 室蘭開発建設部 施設整備課 課長補佐

釧路地区 平成24年2月9日（木） 114名 釧路開発建設部 施設整備課 課長

帯広地区 平成24年2月8日（水） 49名 帯広開発建設部 施設整備課 課長

網走地区 平成24年2月2日（木） 112名 網走開発建設部 施設整備課 課長補佐

留萌地区 平成24年2月17日（金） 131名 留萌開発建設部 施設整備課 課長補佐

稚内地区 平成24年2月1日（水） 75名 稚内開発建設部 施設整備課 課長
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稚内地区 平成 4年 月1日（水） 75名 稚内開発 設部 施設 備課 課長

合 計 １,００５名



北海道開発局北海道開発局情報化施工の取り組み

情報化施工の課題抽出

平成23年度 情報化施工実施工事を対象 サンプル数４７件 アンケートによる受注者の声（課題）

情報化施工導入理由情報化施工導入理由

情報化施工の課題抽出

◆ 建設機械、機器（TS）、対応ソフトのすべての価格が高い、
またリースでも同じです。

◆ 小規模工事では情報化施工機器の費用面での負担が大きい
ため 導入は難し

2%
18%

情報化施工導入理由情報化施工導入理由

施工効率向上

ため、導入は難しい。

◆ 機械、機器が高価なため機器の調達はリースが主体となるが、
情報化施工が一般化されるにあたり必要な絶対数が確保され、
適正な価格で流通するのか不安です。

55%
25%

2%
品質管理

安全性向上

その他 適正な価格 流通するのか不安 す

◆ ３次元設計データを発注者が作成するのは意味が無いような
気がします。
（３次元設計データの修正は当たり前です。）情報化施工の課題情報化施工の課題

〔北海道の地域性〕
◆ 盛土量を厚さで管理する工事には、TS出来形は適さないよう

に思われる。（泥炭）

◆ 冬期施工においては 凍上などにより基準点や現場施工状況

4%

18%
19%

6% ①基準要領の整備

②機器の準備調達

③リース費が高い
◆ 冬期施工においては、凍上などにより基準点や現場施工状況

が日々変化する恐れがあるため、活用が難しいと思われる。

28%

9%

13%

19%
④技術者の不足

⑤情報提供不足

⑥歩掛・積算が未整備

⑦ 次元 タ 準備等

Hokkaido Regional Development Bureau

9%
3% ⑦3次元データの準備等

⑧その他
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北海道開発局北海道開発局情報化施工の取り組み

平成2４年度 情報化施工実施方針

１． 施工の対象とする工事範囲

平成2４年度 情報化施工実施方針

【河川部門】
① 平成2３年度翌債、零国工事から適用
② 対象工事：河川工事における盛土工事（堤防盛土、防災ステーション等の盛土工事）
③ 対象範囲：盛土量が30 000m3以上、かつ、盛土延長が1 000m以上の工事③ 対象範囲：盛土量が30,000m3以上、かつ、盛土延長が1,000m以上の工事

【道路部門】
① 平成2３年度翌債、零国工事から適用
② 対象工事：舗装工事（下層路盤、凍上抑制層、路床盛土も含む）土工工事（盛土工事）② 対象工事：舗装工事（下層路盤、凍上抑制層、路床盛土も含む）土工工事（盛土工事）
③ 対象範囲：直轄高速・高規格道路・地域高規格道路・バイパス工事の舗装工事、

盛土工事
◆ 舗装延長1,000m以上、路盤面積5,000m2以上の工事
◆ 盛土工事10 000m3以上の工事◆ 盛土工事10,000m3以上の工事

２． トータルステーション（ＴＳ）出来形管理技術については、十分な機器保有が確認されている
ため、河川土工、道路土工の一定規模以上の工事において、原則、標準化とする。
なお、泥炭などの沈下が想定される土質で、土工量を厚さ管理する工事は、対象外とする。なお、泥炭などの沈下が想定される土質で、土工量を厚さ管理する工事は、対象外とする。

３． 発注者指定工事における河川・道路の一部対象工事については、３次元設計データの作成
を発注者が行い、原則、工事発注時に貸与するものとする。
ただし、該当工事において3次元設計データの貸与が困難な場合は、別途作成費を計上することとする。

Hokkaido Regional Development Bureau

ただし、該当工事において3次元設計デ タの貸与が困難な場合は、別途作成費を計上することとする。
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北海道開発局北海道開発局情報化施工の取り組み

◆ Ｈ２３土木工事施工管理基準及び規格値にて位置付け（北海道開発局の独自運用）

ＴＳ出来形管理の共通仕様書における位置づけ

Hokkaido Regional Development Bureau 8



北海道開発局北海道開発局情報化施工の取り組み

100

情報化施工リース機械の普及台数【北海道】

84
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80

90

リリ

振動ローラ

タイヤローラ

4140

50

60
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ーー
スス
機機
械械
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バックホウ
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バックホウ

27

41

20

30

40台台
数数

ックホウ

3DMC

ブルドーザ

3DMC

モータグレーダ

試行工事件数

3
0

10

平成２１年２月 平成２２年３月 平成２２年８月 平成２３年１０月 開発局調査資料

年度
3DMC

モータグレーダ
3DMC

ブルドーザ
3DMC

バックホウ
2DMC

バックホウ
タイヤローラ 振動ローラ 計

平成２１年２月 1 4 0 0 4 3 12

平成２２年３月 2 6 1 2 24 5 40

Hokkaido Regional Development Bureau

平成２２年３月 2 6 1 2 24 5 40

平成２２年８月 2 13 2 2 26 5 50

平成２３年１０月 8 32 11 2 17 16 86
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平成 23 年度 
 

 情 報 化 施 工 推 進 検 討 Ｗ Ｇ 

 

情報化施工における最新動向 

〔 情報提供 〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年 ３月 ２日 

資料-5 

情報化施工推進検討ＷＧ 

（第２回） 



 

1 

情 報 提 供 

 

１． 情報化施工に関する監督・検査要領、施工管理要領の改定等について 

〔北海道開発局〕 

◆ ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要領（案） 

 （平成 24 年●月） 《改定》 

◆ ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理の監督・検査要領（案） 

 （平成 24 年●月） 《新設》 

◆ ＴＳを用いた出来形管理要領（案）【土工編】 

                    （平成 24 年●月） 《改定》 

◆ ＴＳを用いた出来形管理の監督・検査要領（案）【河川土工編】 

（平成 24 年●月） 《改定》 

◆ ＴＳを用いた出来形管理の監督・検査要領（案）【道路土工編】 

（平成 24 年●月） 《改定》 

◆ ＴＳを用いた出来形管理要領（案）【舗装工事編】 

（平成 24 年●月） 《新設》 

 

◆ ＴＳを用いた出来形管理の監督・検査要領（案）【舗装工事編】 

（平成 24 年●月） 《新設》 

 

２． 情報化施工見学会の開催について 

〔宮坂建設工業(株)〕 

 ※開催概要の説明、情報化施工の冬期施工における留意点 

◆ 開催日程 ： 平成 24 年 2月 8 日（水） 14:00～16:00 

◆ 開催場所 ： 北海道河西郡更別村北 1線地先 

◆ 工 事 名 ： 帯広広尾自動車道 更別村 北 2線外改良工事 

        （発注者 ： 北海道開発局 帯広開発建設部） 

◆ 主  催 ： 宮坂建設工業(株) 〔受注者〕 

 

 

３． 「モバイル計測の現状」について 

〔(株)ニコン・トリンブル〕 

 

 

４． 「情報化施工システムの建設機械への取り付け簡素化 

・機器共用化のあり方」について 

〔(社)日本建設機械化協会〕 
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1.実施予定日時 平成24年2月8日(水)　　14:00～16:00

２．見学会会場 河西郡 更別村 字更別 北１線 地先

３.見学会内容

1)情報化施工の概要

2)3次元データの作成手順、活用方法(土量･法面積算出、完成予想図)

3)情報化施工の実技見学

･油圧ショベルのマシンガイダンス技術(MG)

･ブルドーザのマシンコントロール技術(MC)

･TSを用いた出来形管理技術(TS出来形)

･ローラの軌跡管理による面的な品質管理技術(GNSSを用いた転圧管理)

４.工事概要

工 事 名 帯広広尾自動車道　更別村　北2線外改良工事

工 期 平成23年7月26日～平成24年3月14日

工事場所 河西郡更別村

受 注 者 宮坂建設工業株式会社

工 種 道路土工

施工数量 掘削工:1,910m3　路体盛土工:36,000m3　
法面整形工:6,050m2

帯広広尾自動車道　更別村　北2線外改良工事

情報化施工現場見学会
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主　　催 宮 坂 建 設 工 業 株 式 会 社

協　　力 ㈱ 岩 崎 ・ ㈱ 平 田 建 設

帯広広尾自動車道　更別村　北2線外改良工事

情報化施工現場見学会

日　　時

場　　所

平成24年2月８日(水)

14:00～16:00

北海道河西郡更別村北1線地先

式　　次　　第

1 開会

2 開催挨拶(受注者) 宮坂建設工業(株)

3 工事概要･情報化施工概要説明 宮坂建設工業(株)　北2線改良工事所長

4 情報化施工説明(実演) 油圧ショベルのマシンガイダンス技術(MG)

3次元データの活用方法
　　　　　　(土量･法面積算出、完成予想図)

ブルドーザのマシンコントロール技術(MC)

5 情報化施工説明(施工関係) 3次元データの作成手順

TSを用いた出来形管理技術(TS出来形)

GNSSを用いた転圧管理

6 質疑応答

7 閉会
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（
反

射
率

80
％

）
計

測
レ

ー
ト

40
0k

H
z時

75
m

（
反

射
率

10
％

）
、

20
0m

（
反

射
率

80
％

）

計
測

精
度

レ
ー

ザ
ー

測
距

精
度

10
㎜

、
確

度
5㎜

（
15

0m
）

点
群

位
置

精
度

5㎝
（

G
N

SS
信

号
の

連
続

受
信

時
）

2㎝
（
レ

ジ
ス

ト
レ

ー
シ

ョ
ン

補
正

時
）

Tr
im

bl
e 

M
X

8 
性

能
・
精

度

測
位

精
度

キ
ー

H
W

 : 
 

①
IM

U
31

 R
ol

l/P
itc

h 
0.

00
5°

H
ea

di
ng

  0
.0

01
5°

vs
 

42
0 

IM
U

 0
.0

15
°

②
G

N
SS

 A
nt

 x
 2

 G
A

M
S 

 
③

G
A

LI
LE

O
/Q

ZS
サ

ポ
ー

ト
44

0C
H

(2
01

2/
1-

)
SW

 P
O

SP
A

C
M

M
S 

改
善

足
跡

：
5.

2→
5.

3 
 

D
M

Iス
ム

ー
ジ

ン
グ

位
置

ジ
ャ

ン
プ

制
御

→
5.

4 
Ti

gh
tly

 C
ou

pl
e 

計
算

2回
分

割
1回

目
Fi

x解
算

出
2回

目
Fi

x解
抽

出
各

解
の

結
合

に
よ

る
ｽ

ﾑ
ｰ

ｼ
ﾞﾝ

ﾄﾗ
ｯ
ｸ
軌

跡
解

生
成

→
 5

.4
SP

1 
G

PS
ﾏ
ﾙ

ﾁ
ﾊ

ﾟｽ
ﾌ
ｨﾙ

ﾀ
機

能
追

加
. 特

に
水

平
方

向
誤

差
の

改
善

実
施

.//
Fo

rw
ar

d解
と

ｽ
ﾑ

ｰ
ｼ
ﾞﾝ

ｸ
ﾞ解

比
較

グ
ラ

フ
表

示
、

精
度

確
認

可
。

T3
D

: 
上

記
で

も
生

じ
た

劣
化

測
位

結
果

は
Po

in
t R

eg
is

tra
tio

nに
よ

る
基

準
点

に
あ

わ
せ

て
ラ

イ
ン

生
成

実
施

高
精

度
測

位
PO

SL
V

52
0

高
密

度
R

ie
gl

 S
ca

nn
er

V
Q

25
0x

 2

高
解

像
度

5M
 C

am
x4

G
36

0オ
プ

シ
ョ

ン

3rd
SW

Te
rr

as
ol

id
他

可 4
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特
徴


A

p
p

la
n

ix
P

O
S

LV
の

採
用

に
よ

る
安

定
し

た
精

度
・
ワ

ー
ク

フ
ロ

ー

•
G

A
M

S
採

用
に

よ
る

迅
速

な
方

位
初

期
化

、
ド

リ
フ

ト
精

度
劣

化
の

低
減

•
高

性
能

IM
U

の
採

用
に

よ
る

安
定

し
た

初
期

化
手

順

•
P

O
S

P
a

cM
M

S
S

m
a

rt
B

a
se

に
よ

る
G

N
S

S
基

準
局

間
ベ

ー
ス

ラ
イ

ン
誤

差
の

低
減

•
業

界
を

リ
ー

ド
す

る
G

P
S

+
IM

U
カ

ッ
プ

リ
ン

グ
処

理
技

術


R

ie
gl

V
Q

-2
50

の
採

用
に

よ
る

高
密

度
な

レ
ー

ザ
ー

点
群

の
抽

出

•
最

大
3

0
万

点
/秒

の
計

測
デ

ー
タ

に
よ

る
高

密
度

レ
ー

ザ
ー

点
群

の
計

測

•
高

密
度

・
高

精
度

計
測

結
果

を
利

用
し

た
点

群
レ

ジ
ス

ト
レ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
位

置
補

正


T

rim
bl

e 
T

rid
en

t3
D

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

に
よ

る
計

測

•
任

意
に

設
定

し
た

距
離

同
期

に
よ

る
車

両
で

の
計

測

•
移

動
ス

テ
レ

オ
方

式
に

よ
る

イ
メ

ー
ジ

計
測

•
点

群
重

畳
処

理
に

よ
る

点
群

位
置

の
識

別
お

よ
び

計
測

•
車

両
・
計

測
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
間

で
共

有
デ

ー
タ

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

を
採

用
し

、
早

急
な

処
理

が
可

能

•
デ

ー
タ

変
換

機
能

・
外

部
デ

ー
タ

リ
ン

ク
機

能
に

よ
る

他
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
と

の
連

携
L

A
S

1
.X

で
出

力
を

行
い

、
第

3
者

の
他

の
点

群
処

理
や

C
A

D
ソ

フ
ト

に
よ

り
最

終
顧

客
へ

の
成

果
提

示
が

可
能

•
将

来
は

T
3

D
自

体
に

て
色

付
点

群
を

含
め

て
本

ソ
フ

ト
内

に
て

C
A

D
出

力
ま

で
の

一
連

の
処

理
実

施
を

予
定


モ

ジ
ュ

ラ
ー

ア
ー

キ
テ

ク
チ

ャ
に

よ
る

ハ
ー

ド
ウ

ェ
ア

追
加

対
応

•
サ

ー
バ

ー
・
ク

ラ
イ

ア
ン

ト
方

式
に

よ
る

計
測

P
C

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

の
連

動
（
容

易
な

P
C

の
増

設
）

•
IE

E
E

1
3

9
4
、

E
th

er
n

et
経

由
で

の
デ

ー
タ

取
得

•
マ

ル
チ

プ
レ

ク
サ

を
利

用
し

た
各

装
置

の
同

期

5

C
am

 C
ap

tu
re

La
se

r C
ap

tu
re

PO
SP

ac
 M

M
S

G
PS

 C
or

re
ct

T3
D

A
na

ly
st

PO
SL

V
 P

C
S

・
G

N
SS

M
U

/G
A

M
S/

/D
M

Iの
観

測
デ

ー
タ

（
PO

S)

車
載

装
置

PO
Sデ

ー
タ

G
N

SS
基

準
点

デ
ー

タ

G
PS

デ
ー

タ

SB
ET

G
PS

1

A
V

I、
LA

S、
M

D
B

G
PS

－
PC

R

G
PS

2

計
測

デ
ー

タ
処

理

・
移

動
ス

テ
レ

オ
方

式
に

よ
る

イ
メ

ー
ジ

計
測

（
点

、
線

、
寸

法
、

属
性

）
・
イ

メ
ー

ジ
・

LA
Sデ

ー
タ

の
重

畳
に

よ
る

位
置

情
報

の
計

測
(点

、
線

、
寸

法
、

属
性

）
・
レ

ー
ザ

ー
点

群
デ

ー
タ

を
利

用
し

た
位

置
情

報
の

調
整

計
算

(P
CR

)
・
自

動
計

測
ツ

ー
ル

に
よ

る
計

測
（
標

識
位

置
、

ポ
ー

ル
位

置
、

縦
横

断
面

デ
ー

タ
、

ブ
レ

ー
ク

ラ
イ

ン
、

道
路

ペ
イ

ン
ト

ラ
イ

ン
、

道
路

ク
リ

ア
ラ

ン
ス

計
測

）
・

LA
Sデ

ー
タ

の
変

換
、

A
V

Iか
ら

JP
G

デ
ー

タ
へ

の
変

換
に

よ
る

他
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
で

の
デ

ー
タ

利
用

・
路

面
オ

ル
ソ

デ
ー

タ
の

抽
出

・
O

D
B

C
リ

ン
ク

に
よ

る
デ

ー
タ

リ
ン

ク

・
時

刻
・
距

離
同

期
さ

れ
た

イ
メ

ー
ジ

（
A

V
I)

・
時

刻
同

期
さ

れ
た

点
群

デ
ー

タ
（

LA
S)

(停
止

時
の

記
録

停
止

処
理

済
み

）
・

G
PS

軌
跡

デ
ー

タ
（G

PS
)

・
計

測
管

理
デ

ー
タ

（
M

D
B)

作
業

処
理

ワ
ー

ク
フ

ロ
ー

外
部

D
B

の
更

新
（

A
cc

es
s/

SQ
L/

O
ra

cl
e)

O
D

B
C

リ
ン

ク

2D
/3

D
図

化
デ

ー
タ

（
点

、
線

、
属

性
）

Sh
ap

e

C
A

D
ソ

フ
ト

ウ
ェ

アA
V

I
JP

G
LA

S

測
位

精
度

劣
化
→

画
像

・
レ

ー
ザ

ー
デ

ー
タ

に
影

響
有

高
精

度
維

持
を

PP
A

C
 M

M
S＋

上
位

IM
U

+ 
G

N
SS

受
信

で
対

応

Po
in

t  
C

lo
ud

 R
eg

is
tra

tio
n 

に
よ

り
さ

ら
な

る
測

位
劣

化
デ

ー
タ

を
既

存
基

準
点

に
あ

わ
せ

て
補

正
実

施

高
精

度
測

位
高

解
像

度
イ

メ
ー

ジ
高

密
度

レ
ー

ザ
ー

6

ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟﾙ

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
例

1：
路

面
道

路
境

界
デ

ー
タ

の
図

化

イ
メ

ー
ジ

・
点

群
の

重
畳

に
よ

る
特

徴
点

計
測

に
よ

る
図

化
（ポ

リ
ラ

イ
ン

・
ポ

リ
ゴ

ン
抽

出
）

7

ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟﾙ

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
例

2：
路

面
道

路
境

界
デ

ー
タ

の
図

化
(イ

メ
ー

ジ
・
点

群
の

重
畳

に
よ

る
作

業
）

G
PS

C
or

re
ct

を
利

用
し

た
G

PS
軌

跡
情

報
を

高
精

度
化

す
る

の
み

の
作

業
で

こ
こ

ま
で

の
デ

ー
タ

処
理

が
可

能

8
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ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟﾙ

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
例

3：
オ

ル
ソ

モ
ザ

イ
ク

往
復

誤
差

の
修

正
（

T
3D

A
na

ly
st

）
→

G
PS

軌
跡

デ
ー

タ
の

修
正

（G
PS

C
or

re
ct

）
→

往
路

・
復

路
の

オ
ル

ソ
モ

ザ
イ

ク
の

生
成

（
T

3D
A

na
ly

st
）
→

往
復

画
像

の
合

成

ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟﾙ

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
例

4：
Te

rr
aS

ol
id

に
よ

る
デ

ー
タ

の
取

り
扱

い

イ
メ

ー
ジ

変
換

（A
V

I→
JP

G
)+

L
A

S1
.2

出
力
→

T
er

ra
So

lid
で

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
設

定
（イ

メ
ー

ジ
リ

ス
ト

作
成

）
→

T
er

ra
So

lid
で

M
X

8デ
ー

タ
の

取
り

扱
い

が
可

能

ｿ
ﾌ
ﾄｳ

ｴ
ｱ

機
能

例
1：

点
群

レ
ジ

ス
ト

レ
ー

シ
ョ

ン
(P

oi
nt

 C
lo

ud
 R

eg
is

tr
at

io
n)

機
能

：
計

測
さ

れ
た

点
群

デ
ー

タ
を

地
上

評
定

基
準

点
に

対
し

調
整

計
算

を
行

い
、

G
PS

位
置

精
度

の
劣

化
を

補
う

特
徴

：
・
下

記
3方

式
で

補
正

計
算

が
可

能
①

基
準

点
に

基
準

球
、

四
角

板
、

×
板

を
設

置
す

る
こ

と
で

基
準

位
置

を
自

動
検

出
し

て
調

整
計

算
を

実
施

②
手

動
で

基
準

位
置

の
レ

ー
ザ

ー
点

群
デ

ー
タ

計
測

を
行

い
、

調
整

計
算

を
実

施
③

基
準

点
群

デ
ー

タ
へ

高
度

の
補

正
を

行
う

・
補

正
さ

れ
た

点
群

デ
ー

タ
用

の
G

PS
軌

跡
情

報
を

用
い

て
イ

メ
ー

ジ
の

主
点

位
置

の
補

正
が

可
能

11

ｿ
ﾌ
ﾄｳ

ｴ
ｱ

機
能

例
2：

標
識

の
自

動
検

出

機
能

：
標

識
の

位
置

と
属

性
情

報
を

自
動

的
に

計
測

特
徴

：
・
レ

ー
ザ

ー
点

群
の

反
射

強
度

を
利

用
し

て
、

標
識

の
位

置
・寸

法
を

自
動

的
に

計
測

・
同

時
に

計
測

さ
れ

た
イ

メ
ー

ジ
デ

ー
タ

か
ら

ビ
ッ

ト
マ

ッ
プ

検
出

技
術

に
よ

り
、

標
識

の
ID

コ
ー

ド
を

登
録

・
移

動
ス

テ
レ

オ
方

式
の

イ
メ

ー
ジ

計
測

と
比

較
し

て
、

作
業

時
間

が
大

幅
に

短
縮

可
能
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ｿ
ﾌ
ﾄｳ

ｴ
ｱ

機
能

例
3：

道
路

ペ
イ

ン
ト

ラ
イ

ン
の

自
動

検
出

機
能

：
反

射
高

度
を

利
用

し
て

道
路

ペ
イ

ン
ト

ラ
イ

ン
を

検
出

し
、

自
動

的
に

ポ
リ

ラ
イ

ン
を

生
成

特
徴

：
・
路

面
上

の
反

射
強

度
デ

ー
タ

か
ら

フ
ィ

ル
タ

リ
ン

グ
処

理
を

行
い

、
ペ

イ
ン

ト
位

置
を

抽
出

・
抽

出
デ

ー
タ

の
間

引
き

を
行

い
、

点
間

の
結

合
に

よ
り

ポ
リ

ラ
イ

ン
を

生
成

13

ｿ
ﾌ
ﾄｳ

ｴ
ｱ

機
能

例
4：

道
路

ブ
レ

ー
ク

ラ
イ

ン
の

生
成

機
能

：
路

面
の

高
度

や
反

射
強

度
の

変
化

点
よ

り
ポ

リ
ラ

イ
ン

を
生

成

特
徴

：
・
ペ

イ
ン

ト
マ

ー
ク

と
は

異
な

り
、

高
度

の
変

化
点

を
検

出
す

る
こ

と
で

路
面

ク
ラ

ウ
ン

ポ
イ

ン
ト

や
路

肩
位

置
の

ラ
イ

ン
抽

出
が

可
能

・
反

射
強

度
の

変
化

点
を

検
出

す
る

こ
と

で
、

舗
装

境
界

線
の

抽
出

が
可

能

14

ｿ
ﾌ
ﾄｳ

ｴ
ｱ

機
能

例
5：

ブ
リ

ッ
ジ

ク
リ

ア
ラ

ン
ス

の
計

測

機
能

：
橋

脚
下

の
地

上
高

を
計

測

特
徴

：
・
設

定
し

た
ポ

リ
ラ

イ
ン

上
の

垂
直

方
向

の
障

害
物

ま
で

の
距

離
を

計
測

・
計

測
の

間
隔

は
任

意
で

設
定

可
能

ｿ
ﾌ
ﾄｳ

ｴ
ｱ

機
能

例
6：

全
方

位
カ

メ
ラ

へ
の

対
応

(O
pt

io
n 

3,
50

0,
00

0¥
追

加
要

す
）

機
能

：
全

方
位

カ
メ

ラ
で

取
得

し
た

イ
メ

ー
ジ

か
ら

移
動

ス
テ

レ
オ

計
測

を
行

う

特
徴

：
・
ス

チ
ー

ル
カ

メ
ラ

と
同

様
な

移
動

ス
テ

レ
オ

計
測

が
可

能
・
レ

ン
ズ

歪
と

焦
点

距
離

の
影

響
を

受
け

、
精

度
は

ス
チ

ー
ル

カ
メ

ラ
よ

り
2-

3倍
程

度
劣

る
（3

0-
50

㎝
）
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ソ
フ

ト
ウ

エ
ア

内
容

17

車
両

搭
載

セ
ン

サ
ー

用
ソ

フ
ト

ウ
エ

ア
①

車
両

セ
ン

サ
ー

管
理

サ
ー

バ
ー

機
能

及
び

取
得

デ
ー

タ
表

示
機

能
G

N
S

S
/
IM

U
測

位
計

算
機

能
②

イ
メ

ー
ジ

セ
ン

サ
ー

及
び

レ
ー

ザ
ー

セ
ン

サ
ー

管
理

ソ
フ

ト
（
セ

ン
サ

ー
数

の
分

L
ic

必
要

）

P
O

S
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情報化施工システムの建設機械への取り付け簡素化・機器共用化のあり方 

－マシンコントロールシステムの調達コスト削減に向けて－ 

 

(社)日本建設機械化協会 
技師長 白鳥昭浩 

１．はじめに 

国土交通省が設置した「情報化施工推進会議」は、平成 20 年 7月 31 日に「情報化

施工推進戦略」（以下、「推進戦略」と言う。）を策定した。 
これを契機にして、国土交通省の直轄工事を中心にしてマシンコントロールシステ

ム（以下、「ＭＣ」と言う。）、マシンガイダンスシステム、トータルステーションによ

る出来形管理等の情報化施工の普及は徐々に進んで来ているが、地方公共団体や民間

発注工事も含めたより一層の普及のためには、様々な課題の解決が必要である。 
その中でも、情報化施工システムの調達コスト削減は、最重要課題のひとつである。 
特に、ＭＣの調達コスト削減のための具体策として、建設機械へのＭＣ取り付けの

簡素化・機器の共用化がある。 
これによって、ＭＣの利用に伴うコスト削減や現場で取り扱う実務担当者の作業負

担軽減に大きな効果が得られるとともに、利用者による建設機械やＭＣの機種選択の

幅が広がると思われる。 
そこで、情報化施工のさらなる普及促進に向け、ＭＣの建設機械への取り付けに関

して、その現状と課題、あり方について、これまでの当協会における情報化施工の普

及促進に向けた諸活動等も踏まえ、所見を述べることとする。 
なお、本課題は、推進戦略において、情報化施工の普及に向けた「課題２０」とし

て位置づけられているものである。 
 
２．現状と課題 

 ＭＣは、ブルドーザやモータグレーダ（以下、「ベースマシン」と言う。）などに搭

載し、事前に作成された施工エリアの３次元設計データと自動追尾トータルステーシ

ョン又はＲＴＫ-ＧＮＳＳによりリアルタイムに計測した排土板の平面位置での高さ

の差分を計算する。 
そして、その差分データに基づき稼働中のベースマシンの排土板を平面位置に対応

した設計データの高さ、勾配に自動的に制御することによって、オペレータの操作負

担を軽減するとともに、施工効率の向上、施工品質や作業員の労働安全の確保等を図

るものである。 
 その際、通常は、このシステムを制御するコンピュータ（以下、「コントロールボッ

クス」と言う。）からの操作指示を排土板の操作弁に伝達するためのインターフェース

となる専用のバルブ（以下、「ＭＣバルブ」と言う。）が必要になる。 
 写－１にＭＣバルブ及び取り付け位置の例を示す。 
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写－１ ＭＣバルブ及び取り付け位置の例 

 

 近年は、通常の手動操作用の操作弁の他、ＭＣバルブを内蔵しているベースマシン

やＭＣバルブ無しでＭＣの取り付けが可能なベースマシン（以下、「ＭＣ対応型ベース

マシン」と言う。）の製造・販売も行われているが、このようなベースマシンを利用で

きるケースは、新規にＭＣ対応型ベースマシンを購入するなど一部の場合であり、そ

れ以外でＭＣを利用する場合には、ＭＣバルブをベースマシンに後付けしなければな

らないケースが多い。 
しかしながら、このＭＣバルブの後付けは、排土板の制御機構に手を加えるもので
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あり、慎重且つ高度な取り扱いが求められることに加え、取り付け位置の制約、配管

の加工、配線の複雑さなどもあって、コントロールボックス、センサ、ＲＴＫ-ＧＮＳ

Ｓ受信機又は全周プリズム等の取り付けと比較し作業上大きな負担を伴う。 
また、ＭＣバルブは、排土板を自動制御するものであり、誤作動等の不具合は決し

て許されず、信頼性の高いシステムでなければならない。 
そのため、ＭＣバルブの共用化又は不要化に伴う取り付け作業の省略は、ＭＣ全体

の取り付け作業の簡素化及びそれに伴うコスト削減に大きく貢献するものである。 
 図－１にコントロールボックスとＭＣバルブ及びＭＣバルブとベースマシンの接

続・取り付け関係を示す。 
 

 
図－１ コントロールボックス、ＭＣバルブ及びベースマシンの接続・取り付け関係 

 
現在、ＭＣの取り付けを行う場合のＭＣバルブの手配については、大まかに分ける

と２つのケースがある。 
ケース１は、ＭＣバルブが必要で且つ搭載されていないベースマシンに、ＭＣメー

カがＭＣバルブを後付けする場合である。 
ＭＣを利用するために、ベースマシンも含めて調達することはまれであり、現状で

は、ケース１の場合は、かなりの数に上ると考えられる。 
ケース２は、ベースマシンメーカがＭＣバルブを用意する場合である。具体的には、

新規にＭＣ対応型ベースマシンを購入する場合が該当する。また、ベースマシンメー

カが、ＭＣ対応型ベースマシン以外のベースマシンをＭＣ対応型ベースマシンへ改造

する場合もケース２に該当する。 
それぞれのケースに関して、メーカ毎のコントロールボックスと接続可能なＭＣバ

ルブの関係は表－１のとおりであり、以下のような接続上の課題がある。 
 なお、表－１では、メーカの名称は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅと略称で表示する。 
 

ベースマシン
（ブルドーザ、モータグレーダ）

ＭＣバルブ

接続接続

ＭＣ
（コントロールボックス）

ベースマシンメーカ提供の場合
（ケース２）

ＭＣメーカ提供の場合
（ケース１）

取り付け
の作業負
担が大

取り付け
の作業負
担が小

注）コントロールボックスを操作弁に直接、
接続できる場合もケース２に含む。

操作弁
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表－１ メーカ毎のコントロールボックスと接続可能なＭＣバルブの関係 

 

 

(1) ケース１の場合 

 特定のＭＣメーカのＭＣバルブは、一部の機種を除き、そのメーカのコントロール

ボックスにしか接続出来ない。 
そのため、同一ベースマシンで異なるＭＣメーカのＭＣを利用する場合には、バル

ブ毎取り替えることが必要になるが、先に述べた通りＭＣバルブの交換は、作業的な

負担が大きいため、一旦特定メーカのＭＣバルブをベースマシンに取り付けた場合、

他社のＭＣ利用は事実上不可能と言っても良い。 
 また、仮にＭＣバルブを装備していないベースマシンを保有している施工業者がＭ

Ｃをレンタルする場合などに、その都度、ＭＣバルブを取り付けることは、作業的な

負担が大きく、大幅なコストアップの要因になる。 
 なお、過去に生産・販売されたベースマシン等の中には、機種や年式によってＭＣ

バルブを後付け出来ない場合があるので注意を要する。 
(2) ケース２の場合 

ＭＣ対応型ベースマシンは、ベースマシンメーカの一部の機種等に限られている。 

 また、ＭＣバルブが用意されている又はＭＣバルブが不要の場合でも、一部の機種

を除き、特定のＭＣメーカのコントロールボックスにしか接続できない。 
 
３．ＭＣ取り付け簡素化・機器共用化のあり方 

(1) ＭＣバルブを後付けする場合の基本的考え方 

 ＭＣの取り付け方法、作業負担等に関する現状と課題を踏まえ、今後、ＭＣの取り

付け簡素化・機器共用化を進めるに当たって求められるＭＣの仕様に関する基本的考

H23.11末時点

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ（※２） Ｅ（※３）

Ａ ○ × × ○ ○

Ｂ × ○ × ○ ○（※４）

Ｃ × × ○ ○ P

Ｄ × ○ × ○ ×

Ａ ○ × × ○

Ｂ × ○ × ○

Ｃ × × ○ ○

Ｄ × ○ × ○

凡例：○（接続可）、×（接続不可）、P（確認中） （敬称略）

※１：機種や年式によっては、ＭＣバルブを後付けできないベースマシンがある。
※２：新車購入時のオプション仕様車又は過去に購入した機械の同様の仕様への改造の両方とも対応可。
※３：一部の新車購入時のオプション仕様車又は過去に購入した一部の機械の同様の仕様への改造の両方とも対応可。
※４：操作弁がCANで制御されるもののみ対応可。

　モータグレーダ

ベースマシンメーカ
（ケース２）　　　　　　　　　　ＭＣバルブ提供メーカ

ＭＣ提供メーカ
（コントロールボックス）

ＭＣメーカ
（ケース１）（※１）

　ブルドーザ
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え方は以下のとおりである。  
① ベースマシンへ取り付けたＭＣバルブの取り外しは不要とする。 

 ベースマシンをレンタル業者から調達する場合などでは、異なる利用者が異なるＭ

Ｃを利用したい場合が、多々発生すると思われる。 
この場合、現状では、一部の機種を除き、その都度ＭＣバルブの取り付け取り外し

が必要になるが、このような対応は、ＭＣバルブの取り付け取り外しの作業負担及び

技術的な難易度から見て、事実上不可能であるため、基本的には、一旦ベースマシン

へ取り付けたＭＣバルブの取り外しは不要とすべきである。 
② 同一のＭＣバルブへ異なるメーカのコントロールボックスが簡単に接続できる。 

 現在、ベースマシン、ＭＣとも複数メーカが提供しており、特に、ＭＣについては、

メーカ毎にシステム構成、操作方法等が異なる部分もある中で、利用者によっては、

使い慣れたＭＣを使用したい場合が多々あると思われる。 
したがって、同じベースマシンの同一のＭＣバルブに対して、利用者の希望等に応

じて、異なるメーカのコントロールボックスであっても簡単に接続できるようにすべ

きである。 
(2) 新規にベースマシンを購入する場合の基本的考え方 

 新規にベースマシンを購入する場合は、当面、ＭＣを利用しない場合においても、

極力、将来におけるＭＣの利用等も想定し、ＭＣ対応型ベースマシンの購入を検討す

べきである。 
(3) 取り付け簡素化・機器共用化に向けたベースマシンメーカの取り組み 

ＭＣバルブは、基本的には、取り付けたり取り外したりするものではなく、ベース

マシンに付属したものと考えることが必要である。 
従って、ベースマシンメーカは、ＭＣメーカのコントロールボックスを接続できる

ＭＣ対応型ベースマシンをオプション又はデフォルトで用意すべきである。 
 その際、そのバルブが複数のＭＣメーカのコントロールボックスとの接続が可能な

構造にするとともに、簡単に着脱できるようにすべきである。 
そのため、ＭＣメーカへの必要な技術情報の開示等を行うと共に、ＭＣメーカと連

携し、インターフェースとなるバルブのコネクタの構造等について、工夫・改善を行

い、簡素化することが求められる。 
(4) 取り付け簡素化・機器共用化に向けたＭＣメーカの取り組み 

 ＭＣメーカにおいては、(3) のベースマシンメーカの取り組みと連携し、コントロ

ールボックスが、異なるメーカのバルブに接続できるようにするとともに、簡単に着

脱できるよう、バルブのコネクタの構造等について、工夫・改善を行い、簡素化する

ことが求められる。 
(5) 利用者に対する情報開示の徹底 

表－１示すメーカ毎のコントロールボックスと接続可能なＭＣバルブの関係等に

ついては、ＭＣを選択・利用する上での基本情報であることから、ベースマシンメー

カ、ＭＣメーカともに、利用者に対して積極的に情報開示を行うことが、メーカ及び

ＭＣの信頼性向上を図る上で極めて重要である。 
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４．おわりに 

発注者や施工業者などＭＣの利用者の立場から見た場合、ＭＣを選択的且つ簡易に

利用できる環境が整備されていることが望ましく、また、それによって市場メカニズ

ムが機能し、ＭＣのコスト削減や機能・利便性向上等のサービス水準の向上に繋がり、

ひいては情報化施工の普及やＭＣの市場拡大に寄与するものと思われる。 
したがって、このような取り組みは、発注者や施工業者のみならず、ベースマシン

メーカ、ＭＣメーカ、レンタル業者なども含め、全ての関係者にメリットをもたらす

ものであり、ＭＣの標準化に向けた一里塚にもなるものと考えられる。 
また、これらの課題を解決するためには、ベースマシンメーカ及びＭＣメーカが連

携して取り組むことが必要である。 
幸いにも、主なベースマシンメーカ及びＭＣメーカのどちらも当協会の会員となっ

ていただいており、当協会としては、ベースマシンメーカ及びＭＣメーカがＭＣ取り

付け簡素化・機器共用化に向けて連携して取り組むための環境整備を行うことが必要

と考えている。 
当協会は、国土交通省を始めとした国の政策と相まって情報化施工の普及のための

事業を進めており、引き続き、関係会員と連携し、このような情報化施工の普及推進

に、相応の役割を果たしていくこととしている。 
最後に、本報告のとりまとめにあたり、ご協力をいただいた当協会会員の皆様等関

係者の皆様にこの場をお借りして謝意を表する。 
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資料-6 

情報化施工推進検討ＷＧ 

（第２回） 



《情報化施工推進検討ＷＧ 事務局体制の強化》 

 

 現状の本推進検討ＷＧにおける事務局の体制は、北海道開発局職員の構成が、

大きな比率となっております。 

情報化施工技術の平成 25 年度一般化を見据えた場合、民間企業が保有して

いる情報提供が不可欠であると考えており、平成 24 年度の事務局体制強化を

図ることを目的として、民間企業の事務局参加を提案するものです。 

  
◆ 事務局体制（案）は、別紙のとおり、北海道開発局の事務局委員２名と今年度

設置した、作業部会の『建設部会』『建機・測量部会』代表者３名を選出し、事務

局体制の強化を図りたい。 

 

『建設部会』の代表者 

◇ 建設業界           １名 

   

『建機・測量部会』 

◇ 建設機械、リース機器メーカー  １名 

◇ 測量機器メーカー       １名 

 

 

◆  今年度より（財）日本建設情報総合センター 北海道地方センター長が、事

務局委員としてＣＡＬＳ／ＥＣ施策の視点で参加していただいたところである

が、平成２４年度より推進検討ＷＧ委員のみの参加で整理を図る。 
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番号 役　職 所　　属 氏　　名 備　考

1 座長 道路工業株式会社　専務執行役員 田　中　　　勝

2 副座長
北海道開発局　事業振興部
機械課　機械施工管理官

堺　　　　実

3 事務局
財団法人　日本建設情報総合センター
北海道地方センター　センター長

佐　藤　　　薫

4 事務局
札幌開発建設部　施設整備課
機械施工専門官

窪　田　　　悟

5 事務局
旭川開発建設部　施設整備課
機械施工専門官

竹　内　清　二

6 事務局
網走開発建設部　施設整備課
課長補佐

谷　崎　敏　彦

7 事務局
留萌開発建設部　施設整備課
課長補佐

国　島　英　樹

8 事務局
事業振興部　機械課
調査係長

合　田　彰　文

9 事務局
独立行政法人土木研究所　寒地土木研究所
寒地機械技術チーム　主任研究員

住　田　則　行

10 事務局
日本建設機械化協会　北海道支部
事務局長

鬼　澤　正　美

11 事務局
日本建設機械化協会　北海道支部
技術顧問

堅　田　　　豊

平成24年度　情報化施工推進検討WG

事務局委員構成
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番号 役　職 所　　属 氏　　名 備　考

1 座長 道路工業株式会社　専務執行役員 田　中　　　勝

2 副座長
北海道開発局　事業振興部
機械課　機械施工管理官

堺　　　　実

3 事務局
財団法人　日本建設情報総合センター
北海道地方センター　センター長

佐　藤　　　薫

4 事務局
札幌開発建設部　施設整備課
機械施工専門官

窪　田　　　悟

平成24年度　情報化施工推進検討WG

事務局委員構成（案ｰ1）

5 事務局
旭川開発建設部　施設整備課
機械施工専門官

竹　内　清　二

6 事務局
網走開発建設部　施設整備課
課長補佐

谷　崎　敏　彦

7 事務局
留萌開発建設部　施設整備課
課長補佐

国　島　英　樹

8 事務局
事業振興部　機械課
調査係長

合　田　彰　文

9 事務局
独立行政法人土木研究所　寒地土木研究所
寒地機械技術チーム　主任研究員

住　田　則　行

10 事務局
日本建設機械化協会　北海道支部
事務局長

鬼　澤　正　美

11 事務局
日本建設機械化協会　北海道支部
技術顧問

堅　田　　　豊

開発局職員と民間企業の

委員を2～3名入れ替える。
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番号 役　職 所　　属 氏　　名 備　考

1 座長 道路工業株式会社　専務執行役員 田　中　　　勝

2 副座長
北海道開発局　事業振興部
機械課　機械施工管理官

堺　　　　実

3 事務局
財団法人　日本建設情報総合センター
北海道地方センター　センター長

佐　藤　　　薫

4 事務局
札幌開発建設部　施設整備課
機械施工専門官

窪　田　　　悟

5 事務局
旭川開発建設部　施設整備課
機械施工専門官

竹　内　清　二

平成24年度　情報化施工推進検討WG

事務局委員構成（案ｰ2）

機械施 専門

6 事務局
網走開発建設部　施設整備課
課長補佐

谷　崎　敏　彦

7 事務局
留萌開発建設部　施設整備課
課長補佐

国　島　英　樹

8 事務局
事業振興部　機械課
調査係長

合　田　彰　文

9 事務局
独立行政法人土木研究所　寒地土木研究所
寒地機械技術チーム　主任研究員

住　田　則　行

10 事務局
日本建設機械化協会　北海道支部
事務局長

鬼　澤　正　美

11 事務局
日本建設機械化協会　北海道支部
技術顧問

堅　田　　　豊

12 事務局 ●●建設(株)　●●部長 ●　●　●　●

13 事務局 (株)●●機械リース　支店長 ●　●　●　●

現委員は、そのままとし、民

間企業の委員を2～3名追加

する。

14 事務局 (株)●●システム　●●課長 ●　●　●　●
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